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●●総人口 １０３．５万人（全国第３９位）

●●世帯数 ３８．４万世帯（全国第３８位）

●●総面積 ４７万２，５６７㎞2（全国第３０位）

●●人口一人当たり可住地面積 １，０６０ｍ2（全国第３１位）

和歌山県

[数字は2005年のもの]

●●一人暮らしの老人世帯割合 １１．２％（全国第３位）

自然環境

人口・世帯

●●第一次産業への就業者割合 １０．４％（全国第１２位）

産業構成

●●平野部が少なく、県土の大部分を山地が占める

地理的特徴

●●県庁所在地（和歌山市）は県のほぼ北端にあり、北部地域（紀北）と
南部地域（紀南）との間で、インフラ整備面・経済面等で地域間格差
の存在が指摘されている

和歌山県の現状と特徴和歌山県の現状と特徴

和歌山市
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11位 和歌山県

８位　　京都府

６位　　兵庫県

５位　　奈良県

４位　　滋賀県

３位　　大阪府

和歌山県を取り巻くブロードバンドのデジタル・ディバイド和歌山県を取り巻くブロードバンドのデジタル・ディバイド ①①
－近畿地方の中でのデジタル・ディバイド－－近畿地方の中でのデジタル・ディバイド－

◆ 近畿地方は全国的に見てブロードバンド基盤整備（特にＦＴＴＨ）が進んでいるが、和歌山県は、
近畿地方の中では最もブロードバンド基盤整備が遅れている

◆ 近畿地方は全国的に見てブロードバンド基盤整備（特にＦＴＴＨ）が進んでいるが、和歌山県は、
近畿地方の中では最もブロードバンド基盤整備が遅れている

都道府県別ブロードバンド・サービス利用可能世帯率

（平成１９年６月末現在 総務省資料より）

都道府県別ＦＴＴＨサービス利用可能世帯率

（平成１９年６月末現在 総務省資料より）
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21位 和歌山県

17位　　奈良県

14位　　京都府

12位　　滋賀県

９位　　兵庫県

５位　　大阪府
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和歌山県内各市町村における超高速ブロードバンド
サービス※利用可能世帯率

（平成１８年１０月末現在）

和歌山県を取り巻くブロードバンドのデジタル・ディバイド和歌山県を取り巻くブロードバンドのデジタル・ディバイド ②②
－県内におけるデジタル・ディバイド－－県内におけるデジタル・ディバイド－

８０％以上１００％未満（９市町）

１００％（１６市町村）

０％超８０％未満（３町）

０％（２町）

※ ＨＦＣによるケーブルインターネットサービス及びＦＴＴＨサービスを指す

◆ 和歌山県内においては、超高速ブロードバンドサービス利用可能世帯率が１００％となっている
市町村も多く存在する一方で、０％となっている町が複数存在する等、地域間格差が見られる

◆ 和歌山県内においては、超高速ブロードバンドサービス利用可能世帯率が１００％となっている
市町村も多く存在する一方で、０％となっている町が複数存在する等、地域間格差が見られる
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和歌山県内における携帯電話のデジタル・ディバイド和歌山県内における携帯電話のデジタル・ディバイド

◆ 和歌山県内においては、携帯電話を全く利用できない集落（＝不感地区）が１４６カ所存在◆ 和歌山県内においては、携帯電話を全く利用できない集落（＝不感地区）が１４６カ所存在
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串本町

北山村

古座川町

那智勝浦町

すさみ町

白浜町

印南町

日高川町

日高町

有田川町

広川町

湯浅町

高野町

九度山町

かつらぎ町

紀美野町

紀の川市

新宮市

田辺市

橋本市

人口50人以上

人口50人未満

和歌山県内における市町村別携帯電話不感地区数 （平成１９年７月現在）
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■■ 県外に転出していった団塊世代の帰住を可能とし、又は県外からの企業誘致を図るため
には、都市部と同等にブロードバンド・携帯電話が利用できる環境となっていることが必要

■■ 地域における医師不足等の課題に対応するため、中核病院・診療所間における医療情
報の共有等を実現する上で、ブロードバンド基盤が整備されていることは前提条件となる

■■ 電子入札の促進等、コスト削減・透明性向上を図りつつ行政情報化を進めていく上で、
どの地域からでも電子的に行政手続を行うことができるための環境整備が必要

■■ 観光情報の入手や旅館予約等にインターネットを利用するケースが増えている中、観光
地にとってインターネット上での情報発信・情報提供の重要性は増大

■■ インターネット販売により、地域の特産品等の販路拡大が可能

和歌山県にとってのデジタル・ディバイド解消の意義和歌山県にとってのデジタル・ディバイド解消の意義

◆ 地域間格差のない情報通信基盤整備は、ＩＣＴによる地域の諸課題の解決のためにも必要◆ 地域間格差のない情報通信基盤整備は、ＩＣＴによる地域の諸課題の解決のためにも必要
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和歌山県におけるデジタル・ディバイド解消のための取組和歌山県におけるデジタル・ディバイド解消のための取組

●● 「和歌山県ブロードバンド基盤整備５カ年計画」の策定（平成１８年５月）

●● 「和歌山県ブロードバンド基盤整備マニュアル」の作成・公表（平成１８年１０月）

●● 「和歌山県携帯電話つながるプラン」の策定（平成１９年３月）

「ブロードバンドサービス未展開」「地上デジタル放送難視聴」「携帯電話不感」といった情報
通信分野の課題を一度に解決するため、ＦＴＴＨ方式・公設民営方式によるブロードバンド基
盤整備を計画的に進めていく方針を策定

上記５カ年計画に基づくブロードバンド基盤整備の事業実施主体である市町村が、効果的
かつ着実に事業を実施することが可能となるよう、事業計画策定段階からの実施手順、必要
な事務手続、注意点等をマニュアル化

県内すべての携帯電話不感地区（１４６カ所）の解消を目指し、各主体が取り組むべき内容
とその具体的方法等を明確化
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・ 平成１８～２２年度にブロードバンド基盤整備を計画的に推進

・ １０市町村を重点整備地域として位置付け

和歌山県ブロードバンド基盤整備５カ年計画和歌山県ブロードバンド基盤整備５カ年計画

民間事業者の自主進出による基盤整備済みエリア（ＦＴＴＨ方式）（H18.5.1現在）

国の補助事業による整備エリア（自主進出との重複地域含む）

H18～19年度に整備予定エリア
H20～22年度に整備予定エリア

清水町

花園村

H18～20整備予定

H18～19整備予定

H17整備済

H19整備予定

H14整備済

紀の川市

田辺市

かつらぎ町

有田川町

紀美野町

広川町

美浜町 印南町

白浜町 すさみ町

※青字は重点整備地域

◆ ＦＴＴＨ方式・公設民営方式によるブロードバンド基盤整備により、「ブロードバンドサービス未提
供」「地上デジタル放送難視聴」「携帯電話の不感」という情報通信分野の課題を一度に解決

◆ ＦＴＴＨ方式・公設民営方式によるブロードバンド基盤整備により、「ブロードバンドサービス未提
供」「地上デジタル放送難視聴」「携帯電話の不感」という情報通信分野の課題を一度に解決

■概要

■整備方針

・ 情報通信分野の課題を一度に解決
→ 「地上波デジタル放送難視聴」「携帯電話の不感」も併せて解消

・ 各戸へ光ファイバを引き込むＦＴＴＨ方式による整備
→ 都市部において急速に進む最先端の方式を導入

・ 公設民営方式による整備・運営
→ 基盤整備の事業主体は市町村
→ 競争によってコストを含めて運営条件の良い事業者を選択可能
→ 光ファイバの多目的利用が可能（携帯電話事業者への開放等）
→ 月１，０００円程度で地上デジタル放送視聴可能なＣＡＴＶサービスの
提供が可能

・ 「地域情報通信基盤整備推進交付金事業」（総務省）、「情報通信
基盤整備事業」（和歌山県）、過疎債特別枠等の支援策を活用

■財源

H18整備済
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＜参考＞整備目標の実現に向けた具体的な取組＜参考＞整備目標の実現に向けた具体的な取組【【フローチャートフローチャート】】

平成１８年度
平成１８年度

達成目標

平成１９年度
平成１９年度

平成２０年度
平成２０年度

平成２１年度
平成２１年度

平成２２年度
平成２２年度

達成目標 達成目標 達成目標 達成目標

美浜町美浜町
計画熟度Ａ

整備世帯数328世帯
民設民営方式（整備運営事業者：㈱ケイ・オプティコム）

紀の川市紀の川市
計画熟度Ａ

整備世帯数809世帯

印南町印南町
計画熟度Ｂ

整備世帯数3,070世帯

紀美野町紀美野町
計画熟度Ｃ

整備世帯数4,220世帯

すさみ町すさみ町
計画熟度Ｂ

整備世帯数2,337世帯

かつらぎ町かつらぎ町
計画熟度Ｃ

整備世帯数769世帯

有田川町有田川町
計画熟度Ｃ

整備世帯数3,000世帯

広川町広川町
計画熟度Ｂ

整備世帯数306世帯

※「計画熟度」・・・ Ａ ： 事業実施中若しくは事業予算化済み Ｃ ： 事務レベルで事業化検討中Ｂ ： 事業予算化はまだであるが、首長は了解済み

整備世帯数 ： ０世帯
世帯カバー率（高速）：98.1%
世帯カバー率（超高速）：93.9%

整備世帯数 ： 5,551世帯
世帯カバー率（高速）：98.9%
世帯カバー率（超高速）：95.2%

整備世帯数 ： 2,529世帯
世帯カバー率（高速）：99.2%
世帯カバー率（超高速）：96.0%

整備世帯数 ： 5,407世帯
世帯カバー率（高速）：99.7%
世帯カバー率（超高速）：97.3%

整備世帯数 ： 7,989世帯
世帯カバー率（高速）：100%
世帯カバー率（超高速）：98.9%

田辺市田辺市
計画熟度Ａ

整備世帯数4,414世帯
公設民営方式（運営事業者：㈱サイバーリンクス）

白浜町白浜町
計画熟度Ａ

整備世帯数2,223世帯
公設民営方式（運営事業者：㈱全関西ケーブルテレビジョン＆西日本電信電話㈱）
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＜参考＞２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標＜参考＞２０１０年度へ向けたブロードバンド整備の目標【【工程表工程表】】

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

高速
（ADSL以上）

超高速
（HFC・FTTH）

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ
市町村

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

２００６
(H18) 

１００％
（38.1万世帯）

98.1％
（37.4万世帯）

９８．９％
（37.7万世帯）

解消済み

6,738世帯

解消！

世帯数は平成１２年国勢調査の値

98.1％
（37.4万世帯）

98.9％
（37.7万世帯）

99.2％
（37.8万世帯）

99.7％
（38.0万世帯）

２００７
(H19) 

２００８
(H20) 

２００９
(H21) 

２０１０
(H22) 

93.9％
（35.8万世帯）

97.3％
（37.1万世帯）

96.0％
（36.6万世帯）

95.2％
（36.3万世帯）

93.9％
（35.8万世帯）

6,738世帯

3,815世帯

2,687世帯

684世帯

※

※残り１．１％（０．４万世帯）については、民間事業者の自主進出が期待出来るため、行政による支援は行わない。
なお、自主進出の時期については未定であるため、本工程表には反映させていない。
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（平成１８年１０月現在）

・ 協力事業者（携帯電話事業者）によるエリア整備
→ 進出事業者名を公表

・ 国庫補助事業の活用

→ 「移動通信用鉄塔施設整備事業」（総務省、和歌山県）、「無
線システム普及支援事業」（総務省）の支援策を活用

・ 県によるコーディネート

→ 年次計画取りまとめ、市町村が行う鉄塔整備に対する財政支
援、不感地区に係る情報取りまとめ・情報提供

・ 市町村・第三セクターの光ファイバ開放

→ 「ブロードバンド基盤整備５カ年計画」に基づいて整備した光
ファイバ等を携帯電話事業者に開放

・ 平成１９～２２年度の４カ年で、県内すべての携帯電話不
感地区解消を目指す

・ 県において、携帯電話不感地区※解消のための年次計画を
作成し、更新を行う

・ 補助事業その他の手法を用いて、市町村・第三セクター・携
帯電話事業者との連携により、県が主体的に取り組む

和歌山県携帯電話つながるプラン和歌山県携帯電話つながるプラン

◆ 県内すべての携帯電話不感地区の解消を目指し、各主体が取り組むべき内容とその具体的
方法等を明確化

◆ 県内すべての携帯電話不感地区の解消を目指し、各主体が取り組むべき内容とその具体的
方法等を明確化

■取組内容

■目標

■解消の方法

※ 現時点で１４６カ所

和歌山県内の
携帯電話不感地区

日高川町

すさみ町

みなべ町

日高町

由良町

新宮市

那智勝浦町

太地町

串本町

古座川町

田辺市

印南町

上富田町

有田川町

有田市

湯浅町

広川町

美浜町

御坊市

北山村

和歌山市

橋本市

海南市 紀美野町

高野町

九度山町

白浜町

か
つ
ら
ぎ
町

紀
の
川
市

岩
出
市
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デジタル・ディバイド解消に向けた今後の課題デジタル・ディバイド解消に向けた今後の課題

■■ ＷｉＭＡＸ等の新たな無線ブロードバンド技術をどのように活用していくか

■■ 複数の携帯電話事業者で鉄塔を共用することは、住民の携帯電話事業者選択に係る選
択肢を増やす観点から有益であり、このような鉄塔共用をどのように促していくか

■■ 居住地のみならず、観光地等も含めた携帯電話不感地区解消に取り組んでいくべきか

■■ 市町村・県の財政状況が厳しい中、光ファイバ・鉄塔等整備のための事業費（市町村）や、
交付金・補助金（県）の財源を確実に確保できるか

■■ 各事業者が商業ベースでＦＴＴＨを提供している所であっても、申込みから実際の工事まで
に数か月～１年を要しており、この期間をどのように短縮していくか

■■ 現行の国等の支援措置の下でも、事業者の採算性の観点から整備可能性が低い地域をど
うするか


